
【募集】一般建築物石綿含有建材調査者講習 
 

 

 

 

 

広島県内の事業者等 

100名程度（原則先着順） 

裏面をご確認ください。 

49,500 円（消費税込・テキスト代込） 

一般財団法人 日本環境衛生センター 

令和５年２月１日（水）～２日（木） 

１日目 

 ９時 00分受付開始 

～17時 50分終了予定 

建築物における石綿含有建材調査のポイント 

建築物石綿含有建材調査に関する基礎知識 

石綿含有建材の建設図面調査 

２日目 

 ９時 00分受付開始 

～17時 50分終了予定 

現場調査の実際と留意点 

建築物石綿含有建材調査報告書作成 

修了考査 
※タイムスケジュールは多少前後する可能性が御座います。 

広島市東区地域福祉センター 大会議室 

（広島市東区東蟹屋町 9-34 東区総合福祉センター3階）  

 

広島市ホームページよりお申し込みください。 

 

   

令和５年 10月１日以降に着工する建築物の解体・改修工事を行う前には、資格者等に

よる事前調査の実施が義務付けられます。 

本講習では、設計図書その他の書面による調査及び特定建築材料の有無の目視による

調査を適切に行うために必要な知識を有するものとして環境大臣、厚生労働大臣、国土

交通大臣が定める者を養成します。 

対  象 

定  員 

受 講 料 

実施機関 

受講日程 

申込方法 

会  場 

受講資格 

主催：一般財団法人 日本環境衛生センター、広島市環境保全課 

＜ URL＞  

https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/kankyohozen/265668.html 

＜受付期間＞ 

令和４年 10月 24 日（月）13時 00 分から令和４年 12 月 23日（金）17 時 00 分まで 

なお、申込受付は、定員に達し次第終了させていただきますので、お早めにお申し込みく

ださい。また、申込多数の場合には、事業者ごとに人数を制限させていただく場合がござ

いますので予めご了承ください。 

＜ QR コード＞  

※ 駐車場は確保しておりませんので、公共交通機関等でお越しください。 



  

 

本講習を受講するためには、学歴等に応じて建築や石綿含有建材調査等に関する実務の経験が必要です。 

 下表のいずれかの条件を満たしている方が受講できます。 

 

受講資格

区分番号 
学歴等 実務経験年数 

１ 
学校教育法による大学（短期大学を除く。）において、建築に関

する正規の課程またはこれに相当する課程を修めて卒業した者 

卒業後の建築に関する 

実務経験年数：２年以上 

２ 

学校教育法による短期大学（修業年限が３年であるものに限り、

同法による専門職大学の３年の前期課程を含む。）において、建

築に関する正規の課程またはこれに相当する課程（夜間におい

て授業を行うものを除く。）を修めて卒業した者（専門職大学の

前期課程にあっては、修了した者） 

卒業後の建築に関する 

実務経験年数：３年以上 

３ 

「２」に該当する者を除き、学校教育法による短期大学（同法

による専門職大学の前期課程を含む。）または高等専門学校にお

いて、建築に関する正規の課程又はこれに相当する課程を修め

て卒業した者 

卒業後の建築に関する 

実務経験年数：４年以上 

４ 

学校教育法による高等学校または中等教育学校において、建築

に関する正規の課程またはこれに相当する課程を修めて卒業し

た者 

卒業後の建築に関する 

実務経験年数：７年以上 

５ 「１～４」に該当しない者（学歴不問） 
建築に関する 

実務経験年数：11 年以上 

６ 
建築行政または環境行政（石綿の飛散の防止に関するものに限

る。）に関わる者 
実務経験年数：２年以上 

７ 特定化学物質等作業主任者技能講習を修了した者 
石綿含有建材の調査に関する 

実務経験年数：５年以上 

８ ８-ａ 石綿作業主任者技能講習を修了した者（実務経験年数不問） 

９ 産業安全専門官もしくは労働衛生専門官、産業安全専門官もしくは労働衛生専門官であった者 

10 労働基準監督官として従事した経験を有する者 従事経験年数：２年以上 

１～10 に該当しない方は、 

（一財）日本環境衛生センター（℡：044-288-4919）にお問い合わせください。 

  

 

広島市は、世界共通目標の SDGsと同じ社会を目指しています！ 

広島市が従来から目指す「平和」（戦争がないというだけでなく、良好な環境の下に人類が共存し、一人一人の尊厳 

が保たれながら人間らしい生活が営まれている状態）の実現と SDGs（持続可能な開発目標）が目指す「誰一人取り 

残さない」社会の実現は方向性が一致しています。 

この取組は、SDGsのゴール３「すべての人に健康と福祉を」、11「住み続けら

れるまちづくりを」及び 12「つくる責任つかう責任」の達成に資するものです。 

   

 

受講資格 

【問合せ先】 

 受講資格等講習会全般  ：（一財）日本環境衛生センター（Tel：044-288-4919）                  

大気汚染防止法・会場等 ：広島市環境保全課（Tel：082-504-2187）            


